
令和五年富山県議会定例会における知事提案理由説明要旨（抜粋） 

 

20230224 10:00～10:40 ＠本会議場  

 

 1 はじめに 

 

・私は、令和二年十一月に知事に就任して以来、約二年三か月余り、「県民目線」、「スピー 

ド重視」、「現場主義」を徹底した県政運営に努め、県民の皆様にお約束した八つの重点政策・ 

八十八の具体策の実現に向けて誠心誠意取り組んできた。この間、未来に向けた新しい富山

県の創造をめざし、成長戦略の策定をはじめ、市町村、近隣県等との連携の強化、アメリカ・

オレゴン州やベトナム等との経済・人材交流の促進、行政、産業・地域社会のＤＸの推 進

などの基盤づくりを進めてきたところ。  

・昨今の日本においては、少子高齢化・人口減少、地方創生、安全保障な どの課題に加え、

長引く新型コロナ感染症の拡大やエネルギー価格・物価の高騰、デジタル化の進展などによ

り、社会構造の変化が大きく加速している。また、日本国内だけでなく、ＳＤＧｓをふまえ

た経済活動やカーボンニュートラルに向けた動きの急速な拡大など、世界的な潮流も注視

していく必要がある。 

・県では、「新しい価値」や「新しい産業」を生み出す人材が育ち、集積する環境づくりを

推進するため、成長戦略に基づき、「幸せ人口一〇〇〇万ウェルビーイング先進地域、富山」 

の実現に向けた各般の取組みをさらに加速。その際には、先般策定したウェルビーイング指

標も活用し、県民一人ひとりの幸せの実感に一層寄り添う県政を推進していく。 

・来る五月には、Ｇ７教育大臣会合が開催。富山・石川両県の教育力の高さや自然・歴史 文

化、食などの魅力を国内外に発信する絶好の機会。「富山・金沢こどもサミッ ト」や県内高

等教育機関等によるシンポジウムの開催などを通じて、機運の醸成を図る。  

 

 （１）予算編成の基本方針  

 

・令和五年度予算編成にあたっては、県民の暮らしと事業活動を守るため、エネルギー価

格・物価高騰対策や新型コロナ対策に引き続き最優先で取り組むとともに、県民のウェルビ

ーイン グの向上をめざし、少子化対策・子育て環境の充実をはじめ、スタートアップ支援

など経済の 4 活性化や、ＤＸ、カーボンニュートラルの推進、人への投資などの事業に優

先的に予算を配分。  

・一方で、本県財政につきましては、高齢化の進展等により社会保障関係経費が年々増加し、 

新幹線建設等にあたって発行した地方債の償還による公債費が高い水準で推移しており、

昨 年秋の時点では、令和五年度予算編成に向けた財源確保や調整が必要となる「要調整額」

は 約二〇億円の見込み  



（２）歳出予算の概要 

 

（令和五年度一般会計予算案等）  

・令和五年度一般会計予算案は、六、三二六億円余と前年度当初予算と同程度の規模を確保。

一般会計六、三二六億五、五〇五万円  

特別会計三、四一六億六、八〇一万円 

令和四年度補正予算案は、一般会計三七億七、六二七万円 

 

（予算案の要点） 

 ①エネルギー価格・物価高騰対策  

・県民生活をはじめ、中小企業や農林水産事業者、交通事業者、飲食事業者など幅広い事業

者へ支援してまいりました。引き続き、県民生活や事業活動への影響を注視し、現場のニー

ズをふまえながら、必要な対策を講じる。  

・県民生活への支援：新型コロナや物価高騰等の影響を受けるひとり親家庭の 生活を支援

するとともに、こども食堂の活動が維持されるよう、負担が増加している食材費や 光熱水

費の一部を助成。また、商工団体や商店街によるプレミアム商品券の発行などを支援。さら

に、県内中小企業における賃金の引上げを後押しするため、国の助成金に県独自で上乗せを

行うとともに、県内の経済団体等と連携して「パートナーシップ構築宣言」の普及に取り組

み、価格転嫁が適正に行われる環境を整備 

 ・事業活動への支援：県独自に保証料を引き下げる「ビヨンドコロナ応援資金」 の融資枠

を拡充。また、「ビヨンドコロナ補助金」については、四月以降の電気料金の引上げも見据

え、 十一月補正予算に続いて増額し、省エネやＤＸ、カーボンニュートラルの推進などを

後押しするとともに、生産性の向上による賃金引上げに向けた取組みに対しては、補助率を

引き上げて 支援を一層強化。さらに、燃料費等の高騰により影響を受ける交通事業者や農

林水産事業者を引き続き支援 

②新型コロナ対策  

・先般、国において、新型コロナの感染症法上の位置づけについて、五月八日から五類へ移

行することが決定。県では、今後、医療費の公費負担の取扱いなどに関する国の対応方針を

注視しながら、医療提供体制の確保やワクチン接種の推進、介護施設等におけるクラスター

対策など必要な対策に切れ目なく取り組む。 

③少子化対策、子育て支援、女性活躍の推進  

・少子化対策：若い女性や子育て世代から選ばれる富山県をめざして施策を展開。とやまマ

リッジサポートセンターに新たに「結婚支援コンシェルジュ」を配置。こどもを生み育てや

すい環境づくりに向け、県内企業における男性の育児休業取得を促進するほか、民間施設が

行う子育て家庭向けのサービスの提供や授乳室の設置などを支援。さらに、女性が働きやす

く、活躍できる環境づくりを進めるため、活躍の推進に積極的な企業に対する企業立地助成



金を拡充 

・子育て支援：県では、こども家庭庁の設置に先駆け、令和４年度から「こども家庭室」を

設置するとともに、部局横断的な企画立案や施策を推進する「こども未来プロジェクトチー

ム」を設置し、新たな施策や既存事業の見直しについて議論を重ねてきた 

・妊娠から子育て期における支援：市町村と連携し、妊娠・出産に影響する疾患の早 期発

見・治療を目的とした「プレ妊活健診」を実施するほか、産後ヘルパーの派遣体制の強化。

また、「子育て応援券」を拡充し、国の「出産・子育て応援交付金」と一体的に運用するた

めの準備を進めるとともに、妊娠時から出産・子育て期まで一貫した伴走型の相談支援を行

う。さらに、病児・病後児保育の利便性向上のため、インターネット予約の導入を支援する

ほか、未就学児のインフルエンザ予防接種費用の一部を引き続き助成。 

・教育環境の充実等：スクールカウンセラーへの助言を行うスーパーバイザーを配置。また、

富山児童相談所については、基本計画検討委員会でのご議論をふまえ、 関係機関との連携

による機能強化を図ることとしており、相談所の移転改築や、虐待を受けたこどもたちの心

のケアを担う児童心理治療施設の整備を進める。さらに、ヤングケアラーを早期に発見し適

切な支援につなげるための体制を構築するほか、こども食堂での学習支援や、民間団体によ

るこどもの居場所づくりを支援。加えて、子育て世帯の教育費負担を軽減するため、私立高

校の授業料減免への支援を拡充します。  

・女性が活躍する環境づくり： 女性活躍に先駆的に取り組む企業への支援を拡充するほか、

中高生が自らのライフプランやキャリア形成について考える機会として、県内企業の女性

管理職との交流会を開催。 さらに、「働き方改革サポーター」や「働き方改革・女性活躍推

進宣言」の普及などを通じ て、県内企業における働き方改革を促進  

④産業・経済の活性化 

・本県経済につきましては、個人消費は緩やかに持ち直し、雇用情勢も、有効求人倍率が前

月 から上昇し、十二月は一．五九倍となるなど、緩やかな改善の動きが続いており、景気

は緩やかに持ち直し。一方で、物価上昇や部品等の供給面での制約、金融資本市場の変動の

ほか、海外景気の下振れが景気を下押しするリスクに十分注意する必要がある。 また、県

内企業においては人手不足感が高まっており、県では、企業の生産性向上に向けて、 ＤＸ

や従業員のリスキリングを支援するとともに、必要な人材を確保できるよう、ＵＩＪター 

ン就職や働き方改革の促進などに取り組んでいく 

 ・スタートアップ支援：大きな成長が期待される企業を集中的に支援するとともに、県内

企業・団体によるネットワークの構築を通じ、エコシステムの形成に向けた機運醸成を図る。

また、「ＳＣＯＰ ＴＯＹＡＭＡ」を拠点として、地域交流イベントを開催するなど、起業や

移住のさらなる促進に取り組む。さらに、新規就農者を確保・育成するため、就農前後に必

要となる資金の交付やコーディネーターによる相談対応などにより、 就農準備から定着ま

で切れ目のない支援に取り組む 

・関係人口の増加：本県が移住先として選ばれる県となるよう、移住情報サイトをリニュー



アルするとともに、ＶＲを活用した移住体験イベントや、きめ細かな相談対応を実施。また、

令和六年春の北陸新幹線敦賀開業に向け、北陸三県が連携して関西圏における情報発信拠

点の開設準備を進める。北陸デスティネーションキャンペーンを見据え、大手旅行会社によ

る全国的な誘客キャンペーンや、全国宣伝販売促進会議等における観光プロモーション、定

期観光列車等の利用促進などに取り組む 

 ・新産業の創出、産業競争力の強化： グリーン成長戦略分野における新製品・ 新技術の

研究開発を支援するとともに、とやまアルミコンソーシアムにおけるアルミのリサイクル

に関する研究開発を引き続き推進。また、医薬品産業の振興のため、「くすりのシ リコンバ

レーＴＯＹＡＭＡ」創造コンソーシアムにおける取組みを一層進めるとともに、業界と連携

し、「くすりの富山」の信頼回復に取り組みます。さらに、「富山県ものづくり総合見本市」

を開催し、本県が誇るものづくりの技術や製品を国内外に発信するほか、アメリカ・オ レ

ゴン州でのテストマーケティングなどを通じ、経済・人材交流等を深める。加えて、先月新

たに設置した「富山県ブランディング推進本部」において、県の情報発信のあり方等につい

て検討を進めるとともに、富山の寿司に焦点をあてた特別な体験の提供などにより、 観光

産業をはじめ、農林水産業や伝統工芸産業などの高付加価値化を図る。このほか、県内企業

の事業承継に向けた取組みを支援するとともに、ＡＩを活用し、伝統的工芸品の技術の 継

承を効率化することで後継者の育成や生産性の向上に取り組む 

⑤健康寿命の延伸、医療・介護の人材確保 

 ・健康寿命の延伸： 特定健診の受診率向上に向け、成果連動型民間委託を活用 したモデ

ル事業を展開するとともに、県民の運動習慣の定着を図るためのスマートフォンアプリの

機能拡充やＰＲイベントを実施します。また、高齢者のフレイル予防の啓発に官民連携で 

取り組むほか、睡眠をテーマに企業の健康経営を考えるシンポジウムを開催。さらに、 地

域医療構想に基づき、地域の実情や患者のニーズに応じた適切な医療を提供していくため、 

引き続き必要な支援を行う  

 ・医療・介護の人材確保・育成： 地域医療に対する意識を高めるための体験プロジェクト

を通じ、医学生の県内定着を図る。また、看護師の養成・確保や再就業に向けた支援を強化

するとともに、公的病院等における薬剤師の確保に向け、短期インターンシップの開催や薬

剤師の魅力の発信等に取り組む。さらに、介護人材を確保・育成するため、本年四月に「と

やま介護テクノロジー普及・推進センター」を開設し、介護ロボットや ＩＣＴ等に関する

研修・相談対応を行うとともに、介護施設等における外国人材の受入れ環境の整備を支援 

⑥産学官連携によるデジタル化の推進等  

・民間企業のデジタル化：中小企業におけるＤＸを推進するため、それぞれの 17 課題に応

じた講座や専門家派遣等を通じて支援するほか、建設企業が行うＩＣＴ機器やクラウ ドサ

ービス等の導入を支援。また、企業内のＤＸを牽引し現場のニーズや課題を県と共 有する

「ＤＸサポーター」を養成するほか、地域課題の解決を図るため、民間企業等が有する 先

進的な技術を活用した実証実験を進める。  



・行政のデジタル化：専門人材を配置し、市町村におけるＤＸを支援。 また、県の複数の

アプリやサービスを連携させるためのプラットフォーム等を整備し、利便性の向上を図る

ほか、メタバースなどのデジタル技術を活用して、若年層をはじめ県民の皆様の声を聴く機

会を充実。さらに、県立学校の入学者選抜に係る手続きをデジタル化するほか、道路の除雪

情報システムにＡＩを導入し、積雪状況などの情報発信を強化。このほか、行政や産業・地

域社会のＤＸを加速化するため、ＤＸ推進に関する条例案の検討にあわせて、「ＤＸ・働き

方改革推進基本方針」を見直し、新たな計画の策定に取り組む。  

・ＤＸ人材の育成： 県立大学において、「情報工学部（仮称）」の令和六年 度の開設に向け、

新学部棟整備の実施設計や学生募集等を進めるとともに、「ＤＸ教育研究 センター」におけ

る研究や人材育成を推進。また、高度な技術と課題解決能力を持つＤＸ人材を育成するため、

小中高校生のプログラミング技能の向上に取り組むとともに、ｅスポーツを通じた教育プ

ログラムをモデル的に実施  

・ワンチームとやまの推進： ワンチームとやま連携推進本部会議において協議を重ね、カ

ーボンニュートラルの普及促進に向けたポータルサイトの共同設置や、行政手続のオンラ

イン化、農林水産物の輸出に関する相談窓口の設置など、連携体制の構築・強化を図ってき

た。 来年度は新たに「こども・子育て施策の連携・強化」や「観光再始動に向けた受入体

制整備」 について協議を進める 

⑦農林水産業の振興、地域交通ネットワークの活性化、持続可能な地域づくり 

・稼げる農林水産業の実現： とやま輸出ジャンプアップ計画に沿って、地域商 社を中心と

したプラットフォームの形成や、アジア地域での県産品フェアの開催などの各種施策を展

開。また、県産食材の販路拡大を支援するため、オンラインによるマッチングや新幹線・航

空機を活用した輸送に対する助成を行うほか、「富富富」の生産拡大や「とやま和牛酒粕育

ち」のブランド化の推進、県産米粉の消費拡大に向けた大消費地でのキャンペーンなどに取

り組む。さらに、園芸作物の生産力を強化するため、産地をけん引する「リーディング経営

体」の育成を図るほか、有機農業の拡大に取り組む農業者の支援、プラスチック被覆肥料や

化学農薬を低減する技術の実証などにより、環境にやさしい農業を推進。このほか本年六月

に開催する食育推進全国大会については、シンポジウムや各種イベントの実施を通じて、食

育の大切さや本県の多彩な食の魅力を県内はもとより全国に発信 

・地域交通ネットワークの活性化：持続可能な公共交通の確保に向けて、「富山県地域交通

戦略」を策定するとともに、富山地方鉄道や万葉線の安全性の向上に向けた取組みを沿線市

町村と連携して支援。また、城端線・氷見線の利便性や快適性の向上に向けた調査・検討を

進めるほか、北陸新幹線敦賀開業に向け、北陸三県が連携したキャンペーンを実施するなど、

並行在来線の利用促進を図る。さらに、ＡＩ・ＩＣＴ等を活用した新たな交通サービスの導

入支援や、公共交通の利便性を高めるためのＭａａＳ環境の充実などに取り組む 

 ・持続可能な地域づくり：本年十月に「全国過疎問題シンポジウム」を開催し、過疎地域

の活性化について議論を深め、全国の優れた取組みを発信。また、中山間地域における新た



な物流モデルの構築に向け、官民協働による協議会を設置するほか、コミュニティ 21 ビジ

ネスに取り組む地域の育成と横展開を図る。さらに、ニホンザルへの対策を強化するため、

捕獲のための受信機の貸与や地域住民等を対象とした研修を実施。加えて、安全・安心な地

域づくりに向け、地域防災の担い手となる防災士を養成する研修を拡充するとともに、通学

路の危険箇所等への防犯カメラの設置を促進 

・令和の公共インフラ・ニューディール政策： 河川の改修・浚渫、海岸保全施設の整備な

ど治水・海岸・土砂災害対策や、橋梁、トンネルの老朽化対策、農業用水路の安全対策など

を前倒しで実施。また、幹線道路や通学路、消雪施設の整備、港湾・漁港の機能強化など、

物流と生活を支える社会資本の整備を進め、県土の強靱化を加速。さらに、県立高校特別教

室への空調設置、交通安全施設の新設・改良、各種施設の維持修繕に計画的に取り組む 

⑧ＳＤＧｓの推進、多様な人材の活躍、スポーツ・文化の振興 

・カーボンニュートラルの推進：民間事業者のアイデアも活用しながら効果的な普及促進を

図るとともに、脱炭素経営のモデル企業を育成。また、自家消費型の太陽光発電設備や電気

自動車等の導入、既存住宅の省エネ改修を支援するとともに、目指すべき省エネ住宅「富山

型ウェルビーイング住宅」の性能や推進方策を検討。さらに、小水力発電の導入拡大に向け、

河川や上下水道等への導入可能性を調査。加えて、県庁の率先行動として、県有施設等にお

いて太陽光発電設備の設置や照明のＬＥＤ化を計画的に進める 

 ・ＳＤＧｓ・多様性の推進：資源の循環を促進するため、廃プラスチックの排出事業者と

リサイクル業者等の連携を支援するほか、食品ロスの削減に向け、県内の家庭で発生する食

品廃棄物等の実態調査を行う。また、小中学校において、障害の有無にかかわらず共に学ぶ

「インクルーシブ教育」を推進するとともに、特別支援学校における医療的ケアの体制強化

に取り組む。さらに、県内企業における障害者雇用の促進や就労支援事業所における工賃の

向上を図るなど、県民一人ひとりが輝ける多様性のある社会づくりを推進する。 このほか、

来月一日から開始するパートナーシップ宣誓制度については、市町村や関係団体の協力の

もと、制度の円滑な運用に努めるとともに、来月二十日には、県民の皆様を対象としたシン

ポジウムを開催する 

・スポーツ・文化の振興： 体験型のスポーツイベントやプロスポーツチームによる小中学

生を対象とした技術指導を実施するほか、県民の文化活動の充実を図るため、ニーズに応じ

て芸術家等の派遣を行う。また、高志の国文学館において、新館長の就任を契機として幅広

い世代を対象とした新たな企画を実施するほか、昨年十二月に国宝に指定された勝興寺に

ついては、高岡市と連携し、保存・継承の取組みを引き続き支援するとともに、展示会 や

講演会の開催などを通じ、その魅力を広く発信していく。さらに、先月、石川・静岡 24 両

県知事との間で締結した協定に基づき、日本三霊山の魅力を発信するため、三県知事による 

鼎談や、立山博物館における展示、調査・研究を実施するほか、本県が誇る文化財や文化施

設 等を巡るツアーの造成を支援するなど、文化観光を推進していく。加えて、立山砂防の 

世界文化遺産登録をめざし、その国際的な認知度や価値のさらなる向上に取り組む 



⑨教育の充実など人材育成の推進 

・初等・中等教育の充実： 国に二年先行して実施している三十五人学級を小学校全学年に

拡大し、少人数指導と組み合わせた効果的な少人数教育を推進する。また、教員の多忙化を

解消するため、市町村と連携し、公立小中学校にスクール・サポート・スタッフを引き続き

配置するとともに、休日の部活動の地域移行に向けた体制整備を支援。さらに、教員の確保

に向け、教員志望者向けのＵＩＪターンセミナーの開催や教員の魅力発信に取り組むとと

もに、県外学生を対象に本県での教育実習を支援 

・魅力と活力ある高校教育など： 新たな検討会議を設置し、高校再編に係る基 準などの基

本的な方針について議論・検討を進める。また、県立学校において課題解決型のプロジェク

ト学習や地域課題をテーマとした探究活動を推進するなど、教育の質の向上に努めるとと

もに、農業科に先進的な農業機械を整備し、次世代を担う農業者の育成・確保を図る。さら

に、産業界の人材ニーズや求職者の訓練ニーズをふまえ、技術専門学院の学科の見直しや訓

練環境の整備に取り組むほか、県立図書館については、利便性向上のための改修を行う 

⑩観光振興など選ばれる県づくり  

・観光振興による誘客促進：国の「全国旅行支援」を活用し、県内 26 観光需要を喚起する

ためのキャンペーンを実施。また、高付加価値な観光地域づくりに向け、宿泊施設の誘致に

取り組むとともに、欧米豪などからの誘客を促進するため、観光素材の磨き上げや情報発信

の強化、現地での観光プロモーションやコンサルティングを実施。さらに、「黒部宇奈月キ

ャニオンルート」の一般開放に向け、ガイドの養成や国内外へのＰＲを一層進めるとともに、

宇奈月温泉開湯百周年記念事業への支援や欅平におけるバリアフリー化の推進などにより、

立山黒部の魅力向上を図る。加えて、サイクルツーリズムを推進するため、ＳＮＳを活用し

た情報発信や、北陸三県の連携によるモバ イルスタンプラリーなどを実施 

・空港の活性化、港湾の整備：富山空港の国内線の利用を促進するため、航空会社と連携し

たプロモーションなどを展開するとともに、国際線の運航再開に向けた情報収集や旅行商

品の造成支援、台北での観光ＰＲの強化などに取り組む。また、新規路線の就航を見据えた

チャーター便の運航支援や東南アジア等におけるエアポートセールスを実施するほか、混

合型コンセッションによる空港運営に向けた準備を進めていく。さらに、国際拠点港湾であ

る伏木富山港の物流機能を強化するため、新湊地区においてガントリークレーンを更新 

⑪県庁の活性化：組織機構については、本県の広報・ブランディング施策、こども関連施策、

薬務行政などを積極的に推進するための体制強化を図る。職員数については、来年度からの

定年引上げなどもふまえながら、引き続き適正な定員管理に努める。また、職員の育成・確

保や多様な人材の活用、ＤＸ・働き方改革のさらなる推進などに取り組む。事業の見直しに

ついては、事業の統廃合や再構築など、約十億五、〇〇〇万円 の見直しを行ったところ。

また、今年度から本格実施した官民協働事業レビューについては、評価結果等を参考に、県

議会のご意見も踏まえながら各事業のあり方を検証し、必要な見直しを行ったうえで来年

度予算に反映。来年度は対象事業をさらに増やして実施する 



（３）歳入予算の概要  

 

一般会計 県税 一、五四六億円 

地方交付税 一、四二〇億円 

国庫支出金 六四八億円 

県債 四六七億円 

特別会計 事業収入の実績等を勘案のうえ所要額を計上  

 

以上 


